
一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 21  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 総務部総務課 担当課長名 永原　繁則

(※)第2期実施計画の事業名 電子申請システム構築事業 財務会計上の事業名 電子申請システム構築事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 6041 1 財務会計上の短縮番号

総合計画の体系

章 第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

節 第４節情報通信技術の活用

事業の対象
（誰を、何を）

池田市在住の市民、市外の方

事業の手段・方法
（どのように）

電子申請システムを介して２４時間３６５日サービスを提供する。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１情報システムの機能強化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

来庁せずに手続が可能となり、市民の利便性を向上させる。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円）

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

- 

主
な
内
訳

- 

- 

- 

780 0.10 780 50.0%

内

訳

正職員 0.20 1,480 0.20 1,520

人  件  費  （人・千円） 0.20 1,480 0.20 1,520 0.10

0.10 780 0.10 780 50.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 1,480 1,520 780 780 51.3%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 1,480 1,520 780 780 51.3%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

１　すべて導入済 □ ２　一部導入済 □ ３　未導入

コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 □ 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

活動 □ 成果

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 年度 □ 未実施

□ １　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 ５　その他

□ １　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容
ＡＳＰサービスにより事業者からシステムの提供を受けることで事務簡略化をおこないシステムの管理コスト削減
を図っている。

上記の内容

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

7

利用実績 件 2346 2051 2326 2200 2400

適用手続 種 7 7 7 7

成果の達成状況

選択の理由 申請数は一定数あり、また29年度から30年度にかけて増加傾向にあるため。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容
平成２６年度中のホームページ作成システムの更新に伴い、従来本事業にあった予算がホームペー
ジ情報発信事業に組み込まれる形になったため本事業の予算はなし。

成果指標として掲げている利用実績は、増加傾向にあり、一定の成果を得られていることから、｢Ａ
有効的である｣と客観的に判断できるため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容
ホームページ作成システムの更新に伴い、従来本事業にあった予算がホームページ情報発信事業
に組み込まれる形になったため本事業の予算はなし。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
ホームページ情報発信事業に組み込まれることとなったが、今後も安定運用に努めるとともに、なお
一層の適用手続きの拡大も検討する。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 平成２６年度をもって本事業の予算はホームページ発信事業に統合。

対　策
但し予算として、ホームページ情報発信事業に組み込まれる形になり、サービス内容は引き続き同等
程度以上を提供予定。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 10  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 総務部総務課 担当課長名 永原　繁則

(※)第2期実施計画の事業名 スポーツ施設予約案内システム事業 財務会計上の事業名
スポーツ施設予約案内システム

事業
(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 6041 1 財務会計上の短縮番号 620

総合計画の体系

章 第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

節 第４節情報通信技術の活用

事業の対象
（誰を、何を）

システム利用登録者（市民、市内在勤・在学者が中心、市民以外の利用も可）

事業の手段・方法
（どのように）

大阪府と府下の自治体が共同で運用（府＋１５市＋3町+１村）するオーパスシステムを活用し、イン
ターネットや街頭端末に申込み受付を行う。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１情報システムの機能強化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

スポーツ施設利用者の利便性の向上並びに利用者の拡大。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 5,475 4,680 4,209 3,645

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

89.9%

主
な
内
訳

電算委託料 783 - 

通信運搬費 257 343 351 354 102.3%

機器借上料 4,344 4,247 3,699 3,180 87.1%

2,106 0.20 1,560 135.0%

内

訳

正職員 0.20 1,480 0.20 1,520

人  件  費  （人・千円） 0.20 1,480 0.20 1,520 0.27

0.27 2,106 0.20 1,560 135.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 6,955 6,200 6,315 5,205 101.9%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） 69 56 44 55 78.6%

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 99.0% 99.1% 99.3% 98.9% 100.2%

一般財源 Ｃ 6,886 6,144 6,271 5,150 102.1%

受益者負担の見直し

上記の内容 システムの管理や保守は既に委託済み。回線の使用および機器の借り上げについてはその性質がアウトソーシングになじむものではないため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容
大阪府下の自治体が共同でシステムをＡＳＰサービスにより提供を受け、スケールメリットとともに事務の簡略化
を図っている。

上記の内容

不可能の場合：選択の理由
システムの管理や保守は既に委託済み。回線の使用および機器の借り上げについてはその性質がアウトソー
シングになじむものではないため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

3010

年間利用件数 件 47371 51182 50554 53000 53000

登録者数 人 2926 3032 2928 3200

成果の達成状況

選択の理由
システムへの登録者数および年間利用件数について、平成３０年度は微減しているものの、例年一
定数は登録及び利用しているため。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容 引き続き、スポーツ施設予約システムの維持・管理に努める。

有効性について、成果指標として掲げている登録者数、年間利用件数は毎年一定数以上あり、一定
の成果を得られていることから、｢Ａ　有効的である｣と客観的に判断できるため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
現行で順調に利用者が増加しており、共同調達によるメリットも増大していることから、今後も共同調
達による安定運用に努める。

現在抱える課題
と

その対策

課　題
導入当初の経緯から、大阪府下の自治体が共同で運用を行っているため,池田市独自のニーズが
発生した場合のカスタマイズが困難と考えられる。

対　策 システム更新時に共同調達によるスケールメリットと、独自性のメリットを比較検討する。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 14  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 総務部総務課 担当課長名 永原　繁則

(※)第2期実施計画の事業名 電子自治体構築事業 財務会計上の事業名 電子自治体構築事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 6041 4 財務会計上の短縮番号 642

総合計画の体系

章 第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

節 第４節情報通信技術の活用

事業の対象
（誰を、何を）

地方公共団体の組織ネットワーク

事業の手段・方法
（どのように）

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）への接続及びマイナンバーカード交付等、積極的な情報化施策を
展開する。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１情報システムの機能強化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

電子自治体の構築を推進し、高度な住民サービスを提供する。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 22,787 22,978 23,056 27,624

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

100.3%

主
な
内
訳

通信運搬費 234 234 283 808 120.9%

設備保守点検委託料 4,697 4,697 4,567 4,645 97.2%

機器借上料 17,857 18,048 18,209 18,427 100.9%

1,872 0.24 1,872 88.9%

内

訳

正職員 0.27 1,998 0.27 2,052

人  件  費  （人・千円） 0.27 1,998 0.27 2,052 0.24

0.24 1,872 0.24 1,872 88.9%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 24,785 25,030 24,928 29,496 99.6%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 24,785 25,030 24,928 29,496 99.6%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 成果

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 LGWANネットワーク、複合機、firewall等について管理や保守のアウトソーシングを行っている。

上記の内容

不可能の場合：選択の理由
アウトソーシングを行っていない残部については、端末の賃貸借や回線の使用などその性質がアウトソーシン
グになじむものではないため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

16700

庁内設置複合機ｷｬﾝｾﾙｼﾞｮﾌﾞ数 件 50622 53707 54884 58000 58000

マイナンバーカード交付数 件 8195 11840 14244 14000

3000コンビニ交付申請数 件 198 1878 2694 2100

成果の達成状況

選択の理由
LGWANを用いたサービスの利用や、マイナンバーカード交付数が拡大しているため。また、複合機
の印刷キャンセルジョブにより経費の抑制につながっているため。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容
引き続きシステム全体の安定稼動に努め、マイナンバーカード及びコンビニ交付の発行件数拡大を
図る。

有効性について、成果指標として掲げているマイナンバーカード交付数は増加しており、一定の成
果を得られていることから、｢Ａ　有効的である｣と客観的に判断できるため。効率性について、事業費
は横ばいであるが保守・管理面で可能な限り運用上の委託を行い、コスト削減に努めているため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 マイナンバー制度開始による利用頻度を勘案し、必要であれば更なる増強を検討する。

現在抱える課題
と

その対策

課　題
現状で早急に対応すべき課題は特にないが、昨今の社会情勢を踏まえ、よりセキュリティ面の強化を
図るなど情報漏洩のリスク削減が必要と考えられる。

対　策
本市のセキュリティーポリシーの見直しを行うとともに、コストパフォーマンスを注視しながらリスク回避
に必要な策を講じる。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 元  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 総務部総務課 担当課長名 永原　繁則

(※)第2期実施計画の事業名 住民情報システム管理事業 財務会計上の事業名 住民情報システム管理事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 6041 4 財務会計上の短縮番号 610

総合計画の体系

章 第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

節 第４節情報通信技術の活用

事業の対象
（誰を、何を）

池田市在住の市民及び本市に関連する法人等

事業の手段・方法
（どのように）

住民情報システムの効果的な運用を行う。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１情報システムの機能強化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

市民サービスの向上を実現する。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 160,874 112,427 143,043 154,605

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

127.2%

主
な
内
訳

電算委託料 53,719 18,221 260 - 

システム運用委託料 1,800 7,000 7,500 3,500 107.1%

機器借上料 105,059 105,100 116,543 150,301 110.9%

2,340 0.30 2,340 75.0%

内

訳

正職員 0.40 2,960 0.40 3,040

人  件  費  （人・千円） 0.40 2,960 0.40 3,040 0.30

0.30 2,340 0.30 2,340 75.0%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 163,834 115,467 145,383 156,945 125.9%

財

源

国・府支出金 34,063 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 79.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 129,771 115,467 145,383 156,945 125.9%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 ２　一部導入済 □ ３　未導入

コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ A　順調に推移している □ B　順調に推移していない C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由
アウトソーシングを行っていない残部については、端末の賃貸借や修繕にかかる費用などその性質がアウト
ソーシングになじまないものであるため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

84000

サービス停止事案件数 件 0 0 0 0 0

住民票、印鑑証明等証明書発行件
数

件 88177 85958 83063 90000

成果の達成状況

選択の理由
住民情報の根幹となるもので、住民サービスを行ううえで本システムは必要不可欠であり、現在の事
業内容を継続する。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容 引き続きシステムの効率的な運用を行うとともに、安定稼動に努める。

有効性については、成果指標として掲げている住民票、印鑑証明等証明書発行件数は一定以上の
発行件数をあげており、30年度に予定していたシステム切り替えも終え、安定稼動に努めているた
め。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
マイナンバー制度への対応を進めるとともに、令和元年度に予定のシステム更新においては最適な
システムをめざしつつ、費用削減に努める。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 制度改正に対応するためのシステム改修およびシステム更新時に大きな費用が発生する。

対　策 カスタマイズを極力避け、制度改正に対応するための費用削減に努める。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

□ 継続 (平成  年度～) 時限（平成 26 年度 ～ 平成 29 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 総務部総務課 担当課長名 永原　繁則

(※)第2期実施計画の事業名 社会保障・税番号制度システム構築事業 財務会計上の事業名
社会保障・税番号制度
システム構築事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 6041 4 財務会計上の短縮番号 1038

総合計画の体系

章 第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

節 第４節情報通信技術の活用

事業の対象
（誰を、何を）

池田市在住の市民及び本市に関連する法人等

事業の手段・方法
（どのように）

住民情報システムに対し、社会保障・税番号制度に対応するためのシステム改修等を行う。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１情報システムの機能強化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

利便性の向上及び公平、公正な社会の実現をめざす。

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 21,191 13,345 16,549 20,580

※根拠法とその条項 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

124.0%

主
な
内
訳

電算委託料 17,224 4,072 9,450 9,270 232.1%

機器借上料 1,289 1,769 1,769 1,786 100.0%

負担金 2,678 2,445 2,576 6,744 105.4%

468 0.06 468 66.7%

内

訳

正職員 0.09 666 0.09 684

人  件  費  （人・千円） 0.09 666 0.09 684 0.06

0.06 468 0.06 468 66.7%

再任用短時間勤務職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

臨時的任用職員 0 0 0 0 - 

  支  出  合  計 Ａ 21,857 14,029 17,017 21,048 121.3%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 21,857 14,029 17,017 21,048 121.3%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

１　すべて導入済 □ ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 □ 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 □ ２　現状維持 ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 □ ２　現状維持 ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 システム改修およびパッケージ適用作業を委託済み。

上記の内容

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

0重要セキュリティ事故発生 件 0 0 0 0

成果の達成状況

選択の理由 予定していたシステム改修を完了し、総合運用テストも完了したため。

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容 平成２９年度で対象の事業が概ね完了したため。

システム改修について、コスト削減を実施しており、改修内容を精査してきたが、システム改修が終了
したため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由 平成２９年度までに改修・総合運用テストが終了し、平成３０年度以降は運用・保守が主となるため。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 対象業務が多岐にわたること、複数事業者が事業実施することによる保守・連携が課題である。

対　策 早めの事業計画の策定と充分な事業者との意思疎通を行う。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

国民の利便性の向上。行政の効率化。公平・公正な社会の実現。

継続 (平成 27  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 □ 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市民生活部　総合窓口課 担当課長名 小田　裕彦

(※)第2期実施計画の事業名 財務会計上の事業名 社会保障・税番号制度事務事業

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号

財務会計上の短縮番号 1039

総合計画の体系

章 第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

節 第４節情報通信技術の活用

事業の対象
（誰を、何を）

市民

事業の手段・方法
（どのように）

通知カード。個人番号カードの発行。

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目１情報システムの機能強化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 16,717 8,616 18,584 13,179

※根拠法とその条項 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

215.7%

主
な
内
訳

16,236 8,438 18,381 12,608 217.8%

481 178 203 571 114.0%

0 0 0 0 - 

24,740 3.80 10,110 130.7%

内

訳

正職員 0.22 1,628 0.36 2,736

人  件  費  （人・千円） 13,383 4.36 12,536 5.70

2.00 15,600 0.10 780 555.6%

再任用短時間勤務職員 0.30 1,080 0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

95.0%

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 2.00 6,000 2.00 6,400 1.90 6,080 1.90 6,270

臨時的任用職員 2.75 4,675 2.00 3,400 1.80 3,060 1.80 3,060 90.0%

  支  出  合  計 Ａ 30,100 21,152 43,324 23,289 204.8%

財

源

国・府支出金 23,776 10,661 20,631 17,071 193.5%

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 21.0% 49.6% 52.4% 26.7% 105.6%

一般財源 Ｃ 6,324 10,491 22,693 6,218 216.3%

受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

□ １　すべて導入済 □ ２　一部導入済 ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容

上記の内容

不可能の場合：選択の理由 統合端末が職員のみでしか使用ができないため。

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

2,800マイナンバーカードの交付件数 件 8,195 2,516 2,427 3,700

成果の達成状況

選択の理由

令和元年度の取組
（平成30年度比）

上記の内容 平成29年度と同様にマイナンバーカードの普及促進を行う。

マイナンバーカードにより各種証明書がコンビニで取得できるため、市民の利便性の向上に繋がる。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
平成28年2月よりマイナンバーカードの交付が開始され、平成30年度は2,427件交付を行い平成30
年度末の合計が14,267件交付を行った。今後も引き続き普及促進に努めたい。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 平日に来庁が困難な方がいる。

対　策 休日開庁を行い早期交付を行う。



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 8  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容 受益者負担を伴わない事業であるため。

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾊﾞﾅｰ広告料） 316 453 476 261 105.1%

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 95.0% 91.9% 91.8% 94.6% 99.9%

一般財源 Ｃ 6,062 5,149 5,354 4,549 104.0%

- 

  支  出  合  計 Ａ 6,378 5,602 5,830 4,810 104.1%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0.02 34 0.02 34

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

1,672 0.23 1,672 121.1%

内

訳

正職員 0.30 2,220 0.19 1,444

人  件  費  （人・千円） 0.30 2,220 0.19 1,444 0.23

0.21 1,638 0.21 1,638 110.5%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

機器借上料 4,158 4,158 4,158 3,138 100.0%

- 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 4,158 4,158 4,158 3,138

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

100.0%

事業の対象
（誰を、何を）

市民等

事業の手段・方法
（どのように）

ホームページによる情報発信

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目２行政情報の活用の高度化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

インターネットを有効活用し、ホームページ等を通じて市政やまちの話題を提供する。

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 6042 1 財務会計上の短縮番号 650

総合計画の体系

章 第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

節 第４節情報通信技術の活用

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 市長公室　秘書・広報課 担当課長名 髙木　勝治

(※)第2期実施計画の事業名 ホームページ情報発信事業 財務会計上の事業名 ホームページ情報発信事業

１　すべて導入済 □ ２　一部導入済 □ ３　未導入

コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 □ 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

A □ B　 改善の余地がある □ C

実施 平成 26 年度 □ 未実施

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

□ １　拡充 ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
平成２６年度のリニューアルにより、アクセシビリティが向上するなどホームページの質は上がっている
と考える。次回ＣＭＳの更新も控えていることから、問題点などの集約を行うとともに、今後も分かりや
すく情報を発信し、内容の一層の充実を図る。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 誰もが見やすいホームページとなるよう、ウェブアクセシビリティの改正ＪＩＳ規格に準拠するよう努める。

対　策
ホームページ承認作業過程におけるアクセシビリティチェック、ウェブアクセシビリティに関する職員研
修を実施する。

上記の内容
誰もが見やすく、知りたい情報を得やすいホームページとなるように、より一層努めることで、アクセス
件数の更なる増加を狙う。

有効性について、平成26年度のリニューアル後も一定の来訪者を得ていることから、有効的であると
客観的に判断できるため。効率性について、事業費は横ばいであるが、システム一式について全て
アウトソーシングを行い可能な限り人件費および管理コスト削減に努めていると判断できるため。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容 平成２７年１月にシステム一式の更新を行い、ホームページのリニューアルを実施した。

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

令和元年度の取組
（平成30年度比）

成果の達成状況

選択の理由
平成26年度中のホームページリニューアルもあって十分に市政やまちの話題を提供できているといえ
るため。

ホームページアクセス数 回 625,279 594,351 723,261 700,000

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

700,000

上記の内容

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容
サーバの管理や運用・保守をアウトソーシングし、事務簡略化、コスト削減を図っている。また、障害発生時、緊
急時の運用体制を整備し、可用性を担保している。

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング



一般会計 □ 特別会計 （　　　　　　　　　　） □ 企業会計 （　　　　　　　　　）

継続 (平成 27  年度～) □ 時限（平成 年度 ～ 平成 年度）

□ 国・府の制度 □ 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

□ １　実施済 (平成 年度) □ ２　実施予定 ３　予定無し受益者負担の見直し

上記の内容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ - 

- 

その他（　　　　　　　　　） - 

一般財源比率 Ｃ÷Ａ 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

一般財源 Ｃ 10,980 1,216 1,248 1,248 102.6%

- 

  支  出  合  計 Ａ 10,980 1,216 1,248 1,248 102.6%

財

源

国・府支出金 - 

地方債

うち受益者負担 Ｂ - 

臨時的任用職員 0 0 0 0

- 

非常勤職員 0 0 0 0 - 

任期付職員（短時間勤務） 0 0 0 0

0 0 0 - 

任期付職員（フルタイム） 0 0 0 0 - 

1,248 0.16 1,248 100.0%

内

訳

正職員 0.16 1,184 0.16 1,216

人  件  費  （人・千円） 0.16 1,184 0.16 1,216 0.16

0.16 1,248 0.16 1,248 100.0%

再任用短時間勤務職員 0

主
な
内
訳

9,796 0 0 0 - 

- 

- 

(決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 9,796 0 0 0

※根拠法とその条項

２　事業費等

区　　　　　分
28 年度 29 年度 30 年度 元年度

H30/H29
(決算）

- 

事業の対象
（誰を、何を）

庁内イントラ環境

事業の手段・方法
（どのように）

インターネットとイントラネット（LGWAN）の分離

実 施 期 間

実 施 根 拠

項目 項目３情報セキュリティ対策の高度化

　　※総合計画第６章に係る事業は「池田市行財政改革推進プランⅡ」による。

１　事務事業の概要

 会計区分（会計名を記入）

事 業 の 目 的
 （どのような結果を得るか）

総務省の指針に従い、イントラ環境のセキュリティ向上に努める。

(※) 第2期実施計画の
分類番号/事業番号 6043 1 財務会計上の短縮番号 1034

総合計画の体系

章 第６章行財政改革を推進し希望の持てるまち

節 第４節情報通信技術の活用

事務事業評価シート(平成30年度実施事務事業)

担当部署名 総務部総務課 担当課長名 永原　繁則

(※)第2期実施計画の事業名 情報セキュリティ環境整備事業 財務会計上の事業名 情報セキュリティ環境整備事業

１　すべて導入済 □ ２　一部導入済 □ ３　未導入

□ コスト削減 □ サービス向上 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 可能 □ 不可能

□ コスト削減 □ サービス向上 □ 事務簡略化 □ その他   （　　　　　　　　）

□ 活動 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

□ 活動 □ 成果

A　順調に推移している □ B　順調に推移していない □ C　判断できない

A □ B　 改善の余地がある □ C

□ A B　 改善の余地がある □ C

□ 実施 平成 年度 未実施

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

１　拡充 □ ２　現状維持 □ ３　縮小 □ ４　廃止 □ ５　その他

上記の評価を踏まえて、担当部長が考える今後（令和2年度以降）の取組方針

取組方針

選択の理由
インターネットから入手するファイル及びメール等の無害化に関して、国の動向等を注視し、さらなる
改修を検討する。また、大阪府セキュリティクラウドについて、その内容を充分に精査し、参加の是非
について検討する。

現在抱える課題
と

その対策

課　題 インターネットから入手する必要なデータに関しての活用をできるようにすること。

対　策 インターネットから入手する必要なデータに関しての無害化の方法を確立すること。

上記の内容 インターネット分離に対して、データ移動などの方策について検討が必要だと考えられる。

インターネットとイントラネット（LGWAN）環境の完全分離が完了したが、インターネットからのデータの
取り込み等インターネットの活用について、今後国の動向及び技術革新に注視し、さらなる改修を検
討する。

５　課題と対策及び担当部長の評価

平成26年度～平成30年度における
事 業 内 容 の 見 直 し（直近）

見直しの内容

有
効
性
・
効
率
性
評
価

目的達成のための有効な
内容となっているか

 有効的である
（改善の余地がない）

 有効的でない
（抜本的な見直しが必要）

事業は効率的に
実施できているか

 効率的である
（改善の余地がない）

 効率的でない
（抜本的な見直しが必要）

選択の理由
（指標値や事業費の推移に
ついても言及して記入）

令和元年度の取組
（平成30年度比）

成果の達成状況

選択の理由
インターネットとイントラネット環境の完全分離など概ね一定のセキュリティの安全性は保てていると認
識しているため。

重要セキュリティ事故発生 件 0 0 0 0

目標値 元年度

（実績） （実績） （実績） （H30） （予定）

４　成果の達成状況、有効性・効率性評価

指

標

値

実施
計画
目標

区　　　　　分 内　　　　　　　容 単　位
28 年度 29 年度 30 年度

0

上記の内容

不可能の場合：選択の理由

２又は３の場合：
今後の直営部分のアウトソーシング

可能の場合：導入可能な業務

見込まれる効果

１又は２の場合：導入の効果

上記の内容 サーバの管理や保守についてアウトソーシングを行っている。

３　アウトソーシング評価

現状のアウトソーシング


